第３号様式（第７、第１０関係）

奈良県私立学校授業料減免事業補助金に係る事業計画書

	学校法人名


	
	単位：円

	学　校　名
	                                    　　　 　　　　　　　　　　 

                                　小･中･義務教育・中等教育・高等学校(全日制･定時制)
	 学科名
	
	申請者数
	                                    人

	整理番号


	生 徒 の 氏 名


	学 年

	 生徒の住所    

 (保護者等住所)
 （*1)

	減免の理由等

 （*2)

	１年間の収入

見込額（ａ）

（*3）

	（ａ）から算定された、道府県民税・市町村民税所得割額の合計
（*4）

	16歳未満の扶養親族の人数

（*5）

	16歳以上19歳未満の扶養親族の人数

（*5）

	当該児童生徒

が納めるべき

授業料の年額


	当該児童生徒
	 授業料軽減

 事業の適用

 を受ける場

 合の軽減額

  （高校）


	証明書

(*6)

	審　査

 (*7)


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	に対して行う

授業料減免額

(ｂ)

	補助金申請額

(ｂ)×2/3

≦150,000円   （ｃ）
	 学校法人

　負担額     (ｂ)-（ｃ） 


	
	
	

	
	
	
	          市町村 


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　　　　　市町村


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 　 

          市町村


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	 合　　　計


	
	
	
	


（*１)　住所は市町村のみを記載すること。ただし、生徒と保護者等の住所が異なる場合には、保護者等の住所を（　）書きで欄内に記入すること。               

（*２)  減免の理由（保護者等の解雇若しくは倒産の別）、その事由の生じた時期について下例を参考に記入のこと

      例　「８月解雇　２学期分納付不可」

（*３)  第１号様式（減免申請書）の２⑤の数値を記入すること  

（*４)  別添計算表に基づき算定のこと                                                              

（*５)  道府県民税・市町村民税所得割額の合計が177,500円未満の場合は記載不要                                                              

（*６)  解雇、倒産を証明する書類について下記の類型番号を記入のこと　
        １  雇用保険受給資格者証の写し　２  破産宣告の写し　３  その他の証明書                                                                        

（*７)  この欄は記入しないこと                                                                                                                        

